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＜ご利用にあたって＞ 

本文中の右上に数字のついた単語（例：面整備事業１）については、注釈を 

◆用語解説に記載しています。 



 

１ 多摩市道路整備計画 

 

１－１ 計画策定の背景と目的 
 

多摩市は、多摩ニュータウンの建設により、都市基盤や生活関連施設の

整備など計画的なまちづくりを進めてきたことから、歩車道分離を原則と

して整備がなされ、道路整備率は２６市の中でも上位にある。 

一方、多摩ニュータウン地域以外の既存地区における道路整備は、昭和

６０年３月に策定した「多摩市既存地区道路整備計画」（以下「既存地区

道路整備計画」という。）及び「多摩ニュータウン開発未定地区（白地区）

の整備計画」等を基本に道路の整備が進められてきた。 

これらの計画は、多摩ニュータウン地区と既存地区等との都市基盤の均

衡を図り、本市のまちづくりの発展に寄与し、都市全体として調和のとれ

た快適な生活環境を実現するため、地区の状況を踏まえ、生活基盤の根幹

を成す道路整備方針を明らかにし、昭和６１年から逐次事業化を図り、既

定計画の６９％（平成１６年度末）が整備され、一定の整備状況を達成し

てきた。 

このような二極化された本市において、策定から今日までの社会経済状

況や、各種行政計画の策定・見直し、面整備事業１の進捗並びに人々の環

境への意識向上に伴い、道路整備を取り巻く状況は変化してきている。 

また、多摩ニュータウン開発により、急激に発展を遂げた本市は、人口

構成にもその特徴が顕著に反映されており、団塊の世代前後とその子供の

年代が多く、今後３人に１人が高齢者となる高齢化が、急速に進み高齢社

会を迎えようとしている。 

本市は、起伏の大きな地形を有しており、階段等高齢者や障がい者など

が、社会生活を営む上で、バリアを抱えている。また、本市の高齢者の外

出頻度は、年齢９０歳以下までは、週３日～毎日が５割を超える行動派で

あるなどの報告もされている。 

このような背景を踏まえて、整備が追いつかない生活道路の整備充実を

図るため、個別の既定計画※１、関連計画及び事業※２を反映し、各種行政計

画等※３との整合を図りつつ、地区ごとの特性に合わせた、生活に密着した

きめの細かい実効性のある道路整備計画を目的として、平成１８年に市域

全体を対象とする「多摩市道路整備計画」を策定した。今回の見直しは、

平成１８年の策定から１０年が経過したことを受け、これまでの成果を踏

まえつつ、関連計画や事業等との整合を図るとともに、社会情勢や地域を
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取り巻く状況の変化を捉え、現計画の踏襲を基本とした上で、時点修正を

図るものである。 

（※１～３「個別の既定計画」、「関連計画及び事業」、「各種行政計画等」は、３６ページ

の既定計画及び関連計画等を参照） 

 

１－２ 計画の位置付け 
 

この道路整備計画は、第五次多摩市総合計画の【政策Ｅ２安心して快適

に暮らし、移動できるまちづくり】において、関連する主な計画として位

置付けられており、最も身近な道路である生活道路の整備について、各行

政計画と整合を図り、市の総合的な計画として展開するための基本的指針

となるものである。 

道路は、交通機能ばかりでなく、電気・ガス・上下水道等の供給処理施

設の収容機能、日照・通風・樹木等景観等の環境機能､消防活動の円滑化

や延焼防止の防災機能等の諸機能を併せ持った、最も基本的な都市基盤と

なる公共施設である。 

本計画は、人々が、商業施設、事業所、官公庁及び駅等日常生活の中で

の移動空間として、利用する日常生活に密接なかかわりを持つ生活道路

（地区集散道路、区画道路、地先道路の３つに分ける）の整備を行い安全

で快適な都市活動の向上を目指すものである。 

 

 

２ 計画策定方針 

 

「高齢者、障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ

リー新法）２」が平成１８年に施行され、高齢者や障がい者等の誰もが安

心して移動できることを目標とするユニバーサルデザイン３の考え方が重

視されてきている。 

また本市においては、子どもから高齢者まで誰もが健康で幸せを実感で

きる「健幸都市（スマートウェルネスシティ）」の実現に向けた取り組み

を進めている。 

本道路整備計画は、急速に進展する高齢化への対応や健康寿命の増進へ

の寄与など社会的ニーズを捉え、道路の基本に立ち帰り、人の動きを中心

とした「みち」として道路を捉えた『歩行者の安全を優先させた道路整備』

を基本理念とする。 
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人々の日常生活に密着した生活道路の整備計画の策定に当たっては、本

来担うべき道路機能のほか、都市施設としての役割を担う道路とすること

が重要である。このため、道路整備体系として、本市における各種道路の

幅員と網間隔を設定する。 

道路整備体系における、幹線道路の位置付けは、「都市の骨格を形成し、

根幹的自動車交通として円滑な都市活動の維持を目的とした道路」で、幅

員２５ｍ以上の都市計画道路であり、概ね１．０ｋｍの網間隔で形成する

市内の骨格を形成する道路で都道が該当する。 

また、補助幹線道路は、「住区内の幹線として、幹線的な道路としては、

最も基本的な最小網単位の道路」で、幅員１６．０ｍ以上の都市計画道

路･一般都道であり、概ね０．５ｋｍ～１．０ｋｍの網間隔で形成する市

内の幹線道路を補完する道路で都道・市道が該当する。 

次に、地区集散道路は、幹線、補助幹線道路で囲まれた地区内の道路で、 

地先道路の交通を集め、「補助幹線道路に連絡する道路」であり、本計

画における主要な生活道路である。概ね３５０ｍの網間隔で形成する道路

である。 

区画道路は、「地区集散道路と地先道路との連絡道路、街区の交通サー

ビス道路」であり、概ね１００ｍの網間隔で形成する道路である。 

地先道路は、「宅地の接道条件の確保、各戸と区画道路との連絡道路」

であり、概ね５０ｍの網間隔で形成する。 

これらを踏まえて、本道路整備計画においては上記道路整備体系うち、

地区集散道路、区画道路、地先道路を生活道路として、本市の道路体系を

形成する道路網として整備を行う。 

 

 

＜道路整備体系モデル図＞

線種 種別 範囲内の総延長

幹線道路

補助幹線道路

地区集散道路 ４ｋｍ／ｋｍ２

区画道路 １４ｋｍ／ｋｍ２

1000m

350m

350m

300m

1000m
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２－１ 既定計画の継承 

 
本市における生活道路整備の状況を見ると、ニュータウン地区等におい

ては、すでに都市基盤としての道路網が計画的に整備されている。 

既存地区等においては、「既存地区道路整備計画」等を基本に進められ

てきており、現在、一定の整備状況が確保されてきている。 

このような経緯を踏まえ、既存地区等における道路整備計画の具体的内

容については「既存地区道路整備計画」（昭和６０年３月策定）及び「多

摩ニュータウン開発未定地区（白地区）の整備計画」（昭和６０年３月策

定）を継承し、各種行政計画等との整合を図り、計画路線等についての必

要な見直しを加え、全市的な道路整備計画として策定する。 

 

２－２ ユニバーサルデザイン 

 
本計画は、基本理念を『歩行者の安全を優先させた道路整備』において

いる。急速な高齢化等の社会情勢のもと、将来的な道路利用上の環境に目

を向けると、「歩行者の安全」とは、人と車の交通安全はもとより、歩行

者が通行する上で、いかに身体的負担を軽減し、移動の利便性及び安全性

を向上させるかについて考慮しなければならない。 

このことから、本計画においては、高齢者、障がい者等移動制約者のほ

か、すべての人に使いやすいユニバーサルデザインの考え方に基づき、

人々が多く集散する駅周辺及び駅から主要公共施設等を含む区域について、

移動の円滑化を図った整備を実施する。 

  

＜生 活 道 路＞

地区集散道路

区画道路

地先道路

ゆとりとふれあい道路

350m

（本体系図は、一般的な道路整備水準である）

300m
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具体的なイメージは次のとおりである。 

○外部との高低差のある駅舎から外部への通行における垂直移動の円滑化を図る

ため、エスカレータ・エレベータを設置する。 

○駅から送迎車への乗降の円滑化を図るため、送迎者用停車スペースを設置する。 

○駅舎から駅周辺施設への移動の安全性向上のため、歩行者専用の空中回廊を設

置する。 

○空中回廊から道路、バス・タクシー乗り場への垂直移動の円滑化を図るため、

エレベータを設置する。 

○目的の施設等への移動の円滑化を図るための、障がいの特性に応じた継続的歩

行案内表示・誘導を行なう。 

○歩道の有効幅員の確保、段差・傾斜・勾配の適正化を図る。 

○視覚障がい者誘導用ブロックの設置を推進する。 

○ベンチや手すり等の休憩施設の拡充を図る。 

○新設歩道の構造形式はセミフラットを基本とする。 

○交差点等における歩道と車道の段差のゼロ化を推進する。 

○「多摩市交通マスタープラン」の改定により、自転車通行帯

や自転車道等の整備路線が指定された際は、その整備を促進する。 

 

２－３ 狭隘道路の整備 
 

市道のうち、建築基準法第４２条第２項の指定道路等の狭隘道路につい

ては、安全な通行、災害時の避難路・緊急車両の進入路確保等の緊急時の

対応の観点から計画路線に盛り込み、整備の位置付けの明確化を図る。 

 

エ レ ベ ー タ

＜ユニバーサルデザインのイメージ図＞

継続的歩行
案内

継続的歩行
案内

駅 周 辺 施 設

バス
・タ
クシ
ー乗
り場

送迎車用停車
スペース

階段
　エ
スカ
レー
タ

駅

公 益 施 設

空 中 回 廊
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２－４ 道路の管理 

 
道路の管理は、一般交通の用に供する都市施設として、道路本来の機能

を発揮していくために行う道路の新設、改築、災害復旧、維持、修繕、占

用の許可、道路標識等の設置等が含まれる。 

このうち道路の維持、修繕及び街路樹の維持管理については、次の考え

方に基づき行う。 

道路の維持、修繕については、舗装、街路灯、標識、区画線等の更新や

補修を計画的に進める。多摩ニュータウン地区では、建設から３５年以上

が経過し、大規模な修繕を要する時期となってきている。特にバス等の大

型車両が通行する幹線道路は、舗装状態の劣化した箇所が多く、路面性状

調査結果を踏まえながら、計画的に整備を進めるものとする。 

また、道路をとりまく景観要素である街路樹の今後のあり方については、

「街路樹よくなるプラン」と連携し、道路をより一層安全で安心かつ快適

な移動空間として機能させるため、植樹間隔の適正化、根上り、害虫、落

ち葉、枝の越境等の対策として、樹種変更、沿道条件との関係から公園等

の樹木の借景等配置の適正化を図り、魅力的な道路環境の創出のため、計

画的な再整備を行う。 

 

＜ 街路樹管理イメージ図 ＞

信号及び標識等の視認障害、街路灯の照度障害の原因となる街路樹については

 支障樹木として撤去し、安全・安心な道路環境の確保を図る。

2.5m2.5m 6.0m2.5m2.5m 6.0m

支障樹木
撤去
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３ 道路整備計画の基本方針 

 

３－１ 「多摩市既存地区道路整備計画」の継承 
 

３－１－１ 既存地区道路整備の考え方 

 

（１）基本的な考え方 

 

既存地区におけるまちの形成過程を見ると、地域での生業を中心とし

た集落的な「まちづくり」を経てきており、沿線における土地利用の混

在状況、にぎわい等はニュータウン地区に比べて高く、道路を身近に感

じる度合も強い。 

また、道路は地域の共有財産であることから、地域の共有財産化する

ための方法や沿道住民の協力体制を確立し、日常生活に密着した生活道

路として、防災機能や歩行者の安全性の向上を目指した質の高い道路整

備を行い、既存地区の地区特性を反映した道路整備を図る。 

 

（２）地域の共有財産としての道路整備 

 

人々が平等に利用でき、安全に歩行できることが基本であり、同時に

緊急車両を含む車両の通行が可能であること等の条件を満たす必要があ

る。 

これらを踏まえて、整備道路は５．５～６．０ｍを必要とするため沿

道住民の合意形成を得ながら、地域の特性に合わせた幅員６．０ｍを基

本とする。 

 

３－１－２ 道路整備のあり方 

 

（１）道路整備のあり方 

 

地区集散道路とは、地区の集散機能を担い、地区の骨格となる道路や

公共施設へのアクセス道路で、自動車、自転車、歩行者が利用可能で将

来の地区形成にとって必要不可欠な道路と位置付けられる。 

区画道路・地先道路とは、地区集散道路から各戸へのアクセスを主体 
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とした道路である。 

地区集散道路は、用地買収等を考慮し、区画道路・地先道路は、地権

者の用地提供等、地域の協力体制のもとに整備を実施していく。また、

現有道路幅員の中で、防災機能や歩行者の安全性の向上など地域の安心

安全を実現するため、質の高い道路整備を実施する。なお、ニュータウ

ン地区の歩道拡幅は、用地の無償使用貸借や寄付を基本として整備を行

う。 

 

（２）既存の道路空間の活用 

 

道路拡幅等による整備においては、用地買収等多くの費用と手続きに

関わる時間・労力が必要なことから、少ない費用負担で事業投資効果の

高い既存道路の改良を図るため、現況道路用地の活用を積極的に行う。 

建物が密集していること等により、拡幅により歩行者、自転車、自動

車の通行空間を分離することが困難な区画道路・地先道路の路線に対し

ては、既存の道路幅員の中で、歩行者の安全かつ安心な通行のため、自

動車の速度抑制を目的とした、ハンプ・狭窄部・歩車共存の注意を喚起

する標識等の設置、通行スペースの向上のためのＬＵ側溝・スリット側

溝等の設置を行い、歩行者、自転車と自動車が同一の道路で共存する歩

車共存道路４等の考え方に基づいた道路整備を行う。特に通学路では、

「グリーンベルト」や「交差点部のカラー舗装」の整備を促進する。 

 

（３）ゆとりとふれあいの生活空間づくり 

 

本市には緑も多く、沿道緑地を生かし、景観に配慮したゆとりある道

路づくりが可能である。 

従って、沿道アクセスを十分考慮した上で、人と人とのふれあいを目

指した、質的な道路整備として、社寺、史跡、緑地、学校、水辺等を結

ぶ歩行者優先の生活空間づくりの一環である「ゆとりとふれあい道路」 

（歩車共存道路を含む）づくりを行う。 

 

（４）災害に強い街づくり 

 

首都直下地震に備え、地域の防災・減災機能の向上を目的とし、道路

が狭い住宅密集地の道路や狭あい道路等について、避難誘導路の確保や

火災発生時の消火活動通路の確保のため、可能な限り道路の拡幅整備を
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図り、災害に強い街づくりを目指す。自転車歩行者専用道路においても、

災害時等に緊急車輛の通行が可能となるように再整備を行う。 

 

（５）歩きたくなる道路等の整備 

 

市民の健康増進のため、外出したくなる移動空間の整備が必要である

ことから、徒歩や自転車での外出が楽しくなるような道路環境を整備す

る。 

特に自転車歩行者専用道路では、単なる移動空間としてではなく、楽

しく通行できる移動空間とするための様々な付加機能についても関係課

と協議検討する。 

 

３－１－３ 目標年次の設定 

 

本計画は、平成１８年策定の当初計画から概ね２０年後の平成３８年度

を目標年次とする。 

 

３－１－４ 整備プログラム 

 

（１）地区設定 

 

計画策定方針を踏まえ、生活に密着した道路として、地区ごとの特性

に合わせたきめの細かい実効性のある計画とする観点から、既存の道路

とのネットワーク化を図る。既存地区及びニュータウン地区ともに現計

画の地区区分を継承する。 
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＜地区区分図＞ 

 

 

 

（２）地区別整備方針 

 

既存地区は、地域特性を考慮し２４地区に区分しているが、「多

摩市都市計画に関する基本的な方針」に準拠し、河川及び主要幹線道

路などによる区分要素により、各地区をより広域に集約を行い、４地

区とした。 

 

◆ 広域１地区（１～５地区）（関戸、一ノ宮、東寺方） 

聖蹟桜ヶ丘駅周辺を中心とする地域で、大規模な商業・業務ビル核と

なって拠点を形成しており、準広域拠点としての都市空間を創出した整

備を図る地区である。 

都市計画道路多 3･3･10 号線稲城多摩線（川崎街道）、都市計画道路多

3･3･8 号線（鎌倉街道）など広域幹線道路が地域の中心に整備され、交

通の利便性が高い地区である。 
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「聖蹟桜ヶ丘地域整備計画」等において、回遊性の向上が求められお

り､安心して歩ける歩行空間を整備する必要があることから、多摩川ま

での動線については、整備主体や管理主体も含め関係課と協議・検討す

る。また、幹線道路と地区内のアクセスのための、主要道路網の整備を

図るとともに、路上駐車の防止及び駐車禁止等の規制についても関係機

関等と調整を行い、駅周辺における渋滞解消及びユニバーサルデザイン

を取り入れた Uロード等の整備を進める。 

さらに、都道日３・２・７号線（府中四谷橋の通り）へのアクセスに

ついては、面的整備事業と連携し、地区集散道路の接続を図る。なお、

車両、歩行者等交通量の集中する地区であるため、道路の整備に際して

は、歩行者の安全を優先する。 

 

◆ 広域２地区（６、１６～１９地区）（関戸、桜ヶ丘） 

民間開発によって低層戸建住宅が整備された地区や、旧鎌倉街道沿い 

の地区を含んだ地域である。また丘陵地でもあり、原峰公園や生産緑

地地区などにより緑地も保全されており、既存地区とニュータウン地区

をつなぐ地区となっている。 

本地区は、整備が進んでおり今後においては、狭隘部分や行止りの解

消等、区画道路の整備を図る。 

 

◆ 広域３地区（７～1５地区）（東寺方、和田、落川、百草） 

都市計画道路多 3･3･10 号線稲城多摩線（川崎街道）とアクセスできる

よう、南北道路として多 3･4･19 号線(ニュータウン街路 2号線)が整備さ

れている。 

また、既成市街地が広がっている地区では、道路幅員が狭く、住宅の

密集した地区や農地も点在している。 

道路整備は、地区間のネットワーク形成のために、都市計画道路多 3･

3･10 号線稲城多摩線（野猿街道）からニュータウン愛宕地区へのアクセ

スとなっている南北道路の拡幅、歩道整備を進める。また、和田原通り

（市道 2-4 号幹線）については、多 3･4･19 号線（ニュータウン街路 2号

線）との接続部において道路の拡幅及び歩道整備を行う。 

 

◆ 広域４地区（２０～２４地区）（連光寺、聖ヶ丘） 

地区内には、都市計画公園都立桜ヶ丘公園、ゴルフ場、米軍多摩サー 

ビス補助施設がある。また、連光寺地区の一部については、多摩市連

光寺本村土地区画整理事業等によって整備が進んでいる。 
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地区内には狭隘な道路や住宅の密集している区域が多く見られるため、

拡幅、歩道整備を進める。 

 

◆ ニュータウン１、２地区 

新住宅市街地開発事業等により都市基盤としての道路網が計画的に整

備されている。 

しかし、高齢化が一段と進む中で、歩道部分においては、高齢者や障

がい者等の通行などに対応した交通バリアフリー法の観点から改良が必

要な路線は、道路構成改良モデルに基づき整備する。なお、歩道の拡幅

を行う際は、用地の無償使用貸借または寄付を基本として整備を行う。 

地区や公園、サービス施設を結び、ネットワークを形成し、歩車道分

離を原則とした自転車歩行者専用道路については、より快適で安全が図

れ、交通規制が守られるような道路環境の整備を含めた改良、改修を行

い、ユニバーサルデザインも取り入れた整備を図る。「多摩市交通マス

タープラン」の改定により、自転車通行帯や自転車道の整備路線が指定

された際は、その整備の促進を図る。 

また、多摩ニュータウンの中心として整備が進められてきた多摩セン

ター駅周辺は、都市基盤が計画的に整備されてきている。さらに今後、

地区全体の回遊性と利便性向上のため、都市計画の手法を視野に入れ、

多摩センター駅南側と北側を直結する歩行者デッキを整備するなど、歩

行者ネットワークの再構築を図る必要がある。 

なお、幹線道路については、計画的な舗装打換計画のもとに安全な道

路機能確保に努める。 

 

＜各地区整備方針＞ 

 

  １地区（関戸三丁目地区） 

多摩第一小学校、多摩中学校、交通公園等の公共施設があり、児

童、生徒の道路利用度が高い。 

公共施設を結ぶネットワークを図るため拡幅、歩道整備を行う。

また、地区の特性を考慮し、既存の道路空間の活用、一方通行、 

居住者以外の車の進入禁止、時間制限等の交通規制により歩行者

の安全性向上を図る。 

 

  ２地区（関戸一・二丁目地区） 

聖蹟桜ヶ丘駅周辺では、準広域拠点としての都市空間を創出し、
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歩行者通行のバリアフリー整備を進め、安全な駅周辺地区の歩

行者空間の整備を行い、安全性の向上を図る。また路上駐車の

防止や駐車場の整備及び、駐車禁止等の規制についても関係機

関等と調整を行い、駅周辺における渋滞解消を図る。道路が狭

い住宅密集地区においては、既存の道路空間の活用と通行規制

を組み合わせた歩車共存道路として整備を図る。 

なお、駅北側の低未利用地については、高度利用計画を見据

えて、駅周辺の交通課題解消を目的とした道路の拡幅、改良、

歩道整備等を積極的に実施する。 

 
  ３地区（関戸四丁目地区） 

桜ヶ丘駅南第一土地区画整理事業、聖蹟桜ヶ丘駅南地区再開

発事業等によって整備が進んでいる。 

 
  ４地区（一ノ宮一・二丁目地区） 

聖蹟桜ヶ丘駅に近いことから､宅地化が進んでいる地区であり、

道路網の構成上から東西、南北方向ともに地区集散道路が望ま

れ、生産緑地等空閑地が多く分布しているため、新設道路の整

備及び、道路の拡幅可能区間では積極的に拡幅及び側溝整備を

推進し､有効幅員の確保を図る。 

 
  ５地区（一ノ宮三・四丁目、東寺方一丁目地区） 

多摩市東寺方坂下耕地土地区画整理事業及び一ノ宮団地の造

成等によって整備が進んでいる。既成区域の未整備部分につい

て、地区集散道路、歩車共存道路等の整備を図ってゆく。 

 

  ６地区（関戸五・六丁目地区） 

地形的制約等から、建築基準法第４２条第２項指定道路等の

狭隘道路に重点を置いた整備を図っていく。 

 

  ７地区（東寺方地区、和田地区、落川地区） 

地区中央部を都道の補助幹線道路が通っており、地区集散道路、

歩車共存道路等の整備が進んでいる。既成区域の宅地化が進行して

いる地区の建築基準法第４２条第２項指定道路等の狭隘道路に重点

を置いた整備を図っていく。 
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  ８地区（和田地区）、９地区（百草・落川地区） 

地区集散道路の道路新設、歩道新設の整備等と、宅地化が進行し

ている地区の建築基準法第４２条第２項指定道路等の狭隘道路の整

備を図っていく。 

 

  １０地区（和田地区） 

南側部分は、多摩市上和田土地区画整理事業等によって整備が進

んでいる。 

地区間のネットワーク形成のために、都市計画道路多 3･3･10 号

線稲城多摩線（野猿街道）からニュータウン愛宕地区へのアクセス

道路となっている和田中学通り（市道 2-3 号幹線）において、和田

中学校付近の両側歩道化を促進する。 

 
  １１、１２地区（和田地区） 

和田土地区画整理事業により７．５ｍ以上の道路区間には歩道が

設置されており、整備が進んでいる。 

ゆとりとふれあい道路及び、建築基準法第４２条第２項指定道路

等の狭隘道路の整備を図る。 

 

  １３、１４、１５地区（和田地区） 

都道から百草団地までの間及び、多摩市和田久保下土地区画整理

事業により幅員７．５ｍ以上の道路区間には歩道が設置されており、

整備が進んでいる。 

中和田通り（2-1 号幹線）の幅員１２．０ｍへの拡幅事業を促進

するとともに、歩車共存道路の整備を図る。 

 

  １６～１９地区（桜ヶ丘一～四丁目地区） 

本地区は、民間開発によって低層戸建住宅が整備された地区で、

整備が進んでおり今後においては、狭隘部分や行止り等の解消整備

を図る。 

 
  ２０地区（連光寺二・三丁目地区） 

地区南側部分の一部は、多摩市連光寺本村土地区画整理事業等に

よって整備が進んでいる。 

都道と連絡する地区集散道路の整備を図る。また､宅地化が進行

している地区の建築基準法第４２条第２項指定道路等の狭隘道路に

ついても、整備を図っていく。 
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  ２１地区（連光寺一丁目地区） 

地区西部地区は、「連光寺地区地区計画」区域であるので同計画

に合わせ、地区集散道路、歩車共存道路の整備を図る。 

地区東部地区は、宅地化が進行している地区の､建築基準法第４

２条第２項指定道路等の狭隘道路について、整備を図る。 

 

  ２２地区（連光寺三・四丁目地区） 

大半を都市計画公園都立桜ヶ丘公園、米軍多摩サービス補助施設

が占めている。 

都市計画公園都立桜ヶ丘公園区域内の既存の道路空間を生かした、

隣接地区間を結ぶゆとりとふれあい道路の整備を図る。 

 

  ２３地区（連光寺六丁目地区）２４地区（聖ヶ丘三丁目地区） 

地区の西部地区は、民間開発によって低層戸建住宅が整備された

地区で、整備が進んでおり今後においては、建築基準法第４２条第

２項指定道路等の狭隘道路について整備を図る。 

地区の東部地区については、宅地化が進行している地区であり､

建築基準法第４２条第２項指定道路等の狭隘道路について、整備を

図る。 

 

  中沢地区（中沢一丁目地区） 

ニュータウン２地区に存在する既存地区であり、地区集散道路の

整備を図る。 

 

（３）整備目標 

 

本計画において対象とする生活道路は、各戸と幹線道路、商業施設、事

業所、官公庁、駅、学校等の公共施設を結ぶ、日常生活に最も係わりの深

い道路であり、都市の骨格を形成する幹線道路、補助幹線道路等への連絡

を考慮し整備する。 
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（４）生活道路の体系 

 

生活道路を、道路区分別に、利用の主体、交通の質、機能、幅員、広域

機能を考えると以下のとおりとなる。 

 

生活道路の区分 利用の 

主体 

交通の質 機 能 幅員（ｍ） 広域

機能 

地区集散道路 自 動 車 ・ 

歩行者 

地区への出入交

通・地区相互間の

交通、歩車分離 

○補助幹線と区

画道路との連

絡 

○街区の幹線 

有効８．５ 

～１２．０ 

以上 

有 

区 

画 

道 

路 

歩車共存道

路 

自動車・ 

歩行者 

自動車・歩行者の

混合交通 

○地区内交通に

主眼を置いた

快適な生活環

境の提供 

○沿道活性化 

４．０～ 

８．５未満 

有 

ゆとりとふ

れあい道路 

歩 行 者 ・

(自転車) 

市域内公共施設・

緑地等へのアクセ

スのための歩行者

交通 

○質の高い歩行

空間の提供 

－ 無 

コミュニテ

ィー道路 

自動車・歩

行者 

地区への出入交通

に限定される（歩

車分離） 

○車の走行速度

コントロール 

○歩行者空間整

備 

７．０以上 

（歩道部分

有効３．０

以上） 

無 

自転車歩行

者専用道路 

自転車・歩

行者 

地区内の幹線的歩

行者及び自転車交

通 

○歩行者交通及

び自転車交通

の幹線 

３．０～ 

４．０以上 

有 

地 

先 

道 

路 

歩車共存道

路 

建築基準法

第４２条第

２項指定道

路 

各戸への出

入りに関連

した歩行者 

各戸への出入りに

関連した歩行者交

通 

○各戸と区画道

路との連絡 

○各戸への出入

り 

４．０以上 無 
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＜道路構成モデル＞ 

 

各種生活道路について、その幅員別に車道と歩道の構成、歩行者と自動車

の交通形態を示すと下記のとおりとなる。 

 

生活道路の区分 総幅員（ｍ） 幅員内訳（ｍ） 歩車の交 

通形態 

自動車交 

通の形態 車道 歩道 

地区集散道路 １２．０以上 ６．０ ３．０両側 歩車分離 ２車線 

７．０ ２．５両側 

１１．０ ６．０ ２．５両側 

８．５ ６．０ ２．５片側 

区 

画 

道 

路 

歩車共存道路 ６．０以上８．５ 

未満 

― 歩車共存 対面交通 

４．０以上６．０ 

未満 

― 

４．０ ― 

ゆとりとふれ 

あい道路 

－ － － － 

コミュニティ 

ー道路 

７．０以上 ４．０ ３．０片側 歩車分離 片側交通 

自転車歩行 

者専用道路 

３．０～４．０ － － 対面交通 

地先道路 ４．０ － 歩車共存 対面交通 
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＜道路網の整備水準＞ 

 

道路のアクセス機能に着目すると、主に、以下の道路がその機能を担っ

ており､その機能と道路網間隔については次のとおりとなる。 

 

道路区分 機 能 道路間隔(目安) 

幹線道路(都市 

計画道路[都道]) 

■ 

 

■ 

根幹的自動車交通路として円滑な都市 

活動の維持 

都市の骨格形成 

１，０００ｍ 

補 助幹 線道路  

（都市計画道路 

[都道・市道]、 

一般都道） 

■ 

■ 

幹線道路と地区集散道路との連絡 

住区内の幹線 

５００～ 

１，０００  

ｍ 

生 

活 

道 

路 

地区集散 

道路 

■ 

■ 

補助幹線と区画道路との連絡 

街区の幹線 

３５０ｍ 

（３００～ 

５００ｍ） 

区画道路 ■ 

■ 

地区集散と地先道路との連絡 

街区の交通サービス 

１００ｍ 

 

（５）計画化路線 

 

既存地区の生活道路の体系は、地区集散道路、区画道路（歩車共存道

路、ゆとりとふれあい道路、コミュニティー道路、自転車歩行者専用道

路）、地先道路等、広範囲にわたるものである。 

本計画において路線を特定し、計画路線とする道路は、道路の広域機

能の有無や機能性を考慮し、地区集散道路、区画道路の歩者共存道路、

ゆとりとふれあい道路を対象とする。 

 

（ア）地区集散道路（Ａ路線） 

 

アクセスが容易な安全で利便性を有する道路空間として、地区集散道

路の整備を行う。地区集散道路はバス路線等、地区の幹線であり、歩車

分離が基本であり、最低限片側歩道は確保する。 

網間隔は、既設の道路網、地区の状況に対応した幹線、補助幹線道路 
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とのネットワーク形成を考慮するとともに、地区集散道路の網間隔の

目安を３５０ｍとし、一定の道路密度を確保する。 

 
◆地区集散道路の整備水準 

※ 「バリアフリー新法」、「多摩市福祉のまちづくり整備指針」等

に基づき歩道の計画幅員を原則として２．５ｍ以上とする。 

 

水準１ 

 

両側歩道 

 12.0m  

2.5(3.0)m 7.0(6.0)m 2.5(3.0)m 

   

歩道 車道 歩道 
 

水準２ 

 

両側歩道 

 11.0m  

2.5m 6.0m 2.5m 

   

歩道 車道 歩道 
 

水準３ 

 

片側歩道 

8.5m 

2.5m 6.0m 

  

歩道 車道 
 

 

 

①特定方法 

■ 地区の骨格となりうる路線であること。 

■ 現況幅員が、６．０ｍ以上あり、将来拡幅の余地があり、車道

６．０ｍ＋歩道２．５ｍの設置ができる路線であること。 

■  前記の条件に該当する路線がない場合は、幅員６．０ｍで近傍に

位置し、かつ歩行者交通を処理する道路とセットで対応できる路

線を選定する。 

 

②計画方針 

■ 網構成は、幹線及び補助幹線、地区集散道路と結節すること。 

■ 線形は、現道を生かした線形とする。 

■ 幅員は、最低８．５ｍとし、片側歩道２．５ｍ以上を確保する。 
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■ 歩道幅員は２．５ｍ以上を原則とする。 

■ 交差部は直角またはそれに近い角度で交差する線形とする。 

■ 新設ルートは、空閑地を通るルートを選定する。 

■ 現道拡幅が可能な路線は、網体系を十分考慮し、拡幅整備を図

る。 

■ 将来市へ移管が予定されている幹線的な機能を有する道路につ

いては、交通安全施設等の整備を図る。 

 

③ 整備内容 

■ 歩道の構造形式は、縁石の高さ１５ｃｍ以上で歩道の高さ５ｃ

ｍを標準とし、基本的にはセミフラット型（歩道等面が車道等

面より高く、縁石天端の高さが歩道面より高い歩道構造）とす

る。 

周辺道路や民地との接道状況により、歩道段差、傾斜、勾配の改

善に最適な構造形式のものとする。 

 
（イ）区画道路 

 

（1）歩車共存道路（Ｂ路線） 

 

歩行者の安全を確保するためには歩車分離が最善と考えられるが、歩

車分離に困難性がある路線に対しては、歩車共存の考え方に基づき、歩

行者の安全確保と、居住環境の向上を目的として、歩車共存道路の整備

を行う。人と車の共存を図った地区及び、数街区内の混合交通を対象と

した道路である。 

 
◆ 歩車共存道路の整備水準 

水準１ 幅員 ６．０ｍ以上８．５ｍ未満 

・自動車の速度抑制（ハンプ・狭窄部等設置） 

水準２ 幅員 ４．０ｍ以上６．０未満 

・自動車の速度抑制（歩車共存の注意喚起標識等設置） 

水準３ 幅員 ４．０ｍ 

・ＬＵ側溝整備等による通行スペースの向上 

 

① 特定方法 

■ 歩行者の利用が多い路線で、自動車の進入が容易であり、歩行 
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者の安全確保が必要な路線であること。 

■ 都道等幹線道路と直接結節している路線であること。 

■ 地区集散道路の整備に関わる歩行者交通利用のための代替路線とな

っていること。 

■ 拡幅による歩道設置が困難である路線であること。 

■ 交通規制の指定（一方通行等）により安全性が見込める路線である

こと。 

■ 地区内交通に主眼を置いた路線であること。 

 

② 計画方針 

■ 舗装面に路側帯等を明示するなど歩行者の安全性を確保する。 

■ 自動車の走行速度は極力抑える道路構造とする。（カラー舗装、ハ

ンプの設置、狭所入口等） 

■ 歩行者の親しみの持てる舗装とする。 

 

③ 整備内容 

■ 地区集散道路との交差部には、スピード制御を目的としてハンプ・

狭窄部設置を設置する。 

■ 道路幅員が６．０ｍ程度の場合､植栽桝等により狭窄部を設け､クラ

ンク状の線形とする。 

■ 側帯及びカラー舗装の設置を行う。 

■ ユニバーサルデザインに基づく縁石の形態とする． 

■ 入口部・交差点部は、カラー舗装等によって、注意を喚起させる。 

■ 入口部にはシンボルマークをつけ、自動車の運転者に注意を喚起さ

せる。 

■ 舗装は､親しみの持てるインターロッキングブロック、カラー平板

等によって部分改良を行う。 

■ 整備タイプ 

以下のタイプ 1～４を道路状況の必要性に応じて適用する。 

タイプ１― 地区集散道路・補助幹線道路との出入口部に、自動

車の速度抑制のため、ハンプ・イメージハンプを設置

する。 

タイプ２― 同上の出入口部に、運転者の注意喚起をし、自動車

の速度抑制のための歩車共存マーク・案内標識を設置

する。  
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タイプ３― 幅員が６．０ｍ程度確保される場合、自動車の速度

抑制のため、植栽桝などで狭窄部を設ける。 

タイプ４― ＬＵ側溝・スリット側溝の整備によって幅員の確保

に努める。 

 
（2）ゆとりとふれあい道路（Ｃ路線） 

 

市内の緑の豊かさを生かし、ゆとりとふれあいのもてる道路空間の整備

を目標として、既設の道路空間を活用し､景観に配慮した沿道の緑、水と

一体化した、質の高い歩行者空間を形成する道路である。 

 
① 特定方法 

■ 沿道に公共施設、公園、緑地、社寺、河川等、景観構成がゆたかで

ある路線であること。 

■ 沿道に住宅が密集しておらず､交通規制の導入によって自動車の進

入禁止を図っても地区内へのアクセスに支障がなく､他の路線によ

って処理することが可能である路線であること。 

■ 歩行者系道路のネットワーク形成を図ることができる位置条件の道

路であること。 

■ 回遊性を有するルート形成が可能な路線であること。 

■ 歩行者・自転車の通行が多く、植栽・ストリートファニチャー設置

等によって快適な歩行者空間の整備が可能となる、広幅員歩道を有

する道路であること。 

 

② 計画方針 

■ 歩行者を中心とした利用形態とする。 

■ 自動車の進入を、沿道居住者に限定する。 

■ 歩行者に、ゆとりと親しみを持たせ、人々のふれあいの場となるル

ートとする。 

■ 回遊性を持ったルートを図る。 

■ ショッピングゾーン付近のルートは、都市的空間として緑豊かなモ

ール化を図る。 

■ ストリートファニチャー等を設置し、快適性を向上させる。 
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３－２ 今後の道路整備のあり方 
 

３－２－１ ニュータウン地区の道路空間の活用 

 

ニュータウン地区等においては、すでに都市基盤としての道路網が計画

的に整備されているが、建設当初から３５年以上が経過し、その間におけ

る社会経済状況や、面整備事業の進捗並びに人々の環境への意識向上に伴

い、道路整備を取り巻く状況は変化してきている。 

特に、駅周辺地区においては、ユニバーサルデザインの考え方を取り入

れ、歩行者の安全を優先させた、歩道幅員等の確保に努める。また、建設

当初に整備された歩道幅員が狭い路線については、沿線の土地利用状況等

を踏まえ、地権者の協力を得ながら、歩道拡幅等の整備手法も検討する。 

さらに「街路樹よくなるプラン」とも連携をしながら道路整備を行う。

また、「多摩市多摩ニュータウン再生方針」に基づき、必要に応じて道路

整備を行う。 

 

３－２－２ ニュータウン地区の自転車歩行者専用道路の再構築 

 

ニュータウン地区等においては、歩車分離を基本として、自転車歩行者

専用道路が住区内外を結ぶ動線網として整備されている。これらの自転車

歩行者専用道路の多くは、建設当初から改修・改良は行われておらず、老

朽化による排水機能の低下や高齢者・障がい者等へのバリアの存在など、

課題も多くある。そこで、誰もが快適かつ安全に通行できる通行空間を目

指し、バリアの解消なども行いながら、高齢者等の外出を促せるような仕

掛けも取り入れ、自転車歩行者専用道路の再構築を図る必要がある。 

なお、自転車歩行者専用道路の改修・改良については、市民の意見を聴

きながら、道路樹木等の適正化を図りつつ、管理面での市民協働（アダプ

ト制度の活用）も視野に入れて検討する。 

自転車歩行者専用道路の再構築に向けては、自転車歩行者専用道路の都

市計画施設化も視野に入れ、再構築方針を別途策定する。 

 

３－２－３ 道路構成改良モデル 

 

「高齢者、障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ

リー新法）」が平成１８年に施行され、またユニバーサルデザインの考え

方が提唱されている社会状況のもと、「多摩市福祉のまちづくり整備指針」
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等が定められており、道路改良を実施する際においては、これらの観点を

取り入れた歩行者の安全を優先させた、道路構成改良モデルを設定する。 

運用に当たっては、関連計画との整合や、当該路線の沿道状況を考慮し

つつ、セミフラット形式による歩道整備や横断歩道における歩道と車道の

段差のゼロ化などを促進する。 
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道路構成改良モデル（その１ 現況幅員１６ｍ道路） 
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道路構成改良モデル（その２ 現況幅員９ｍ道路） 
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道路構成改良モデル（その３ 現況幅員７．５ｍ道路） 
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道路構成改良モデル（その４ 現況幅員６ｍ、５ｍ道路） 
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フラット ：歩道等面と車道面の高さが同一で、縁石により歩道と車道を分離する歩道造。 

セミフラット ：歩道等面が車道等面より高く、縁石天端の高さが歩道等面より高い歩道構造。 

マウントアップ ：歩道等面と縁石天端の高さが同一である歩道構造。 

 

各形式の特徴 

 フラット セミフラット マウントアップ 

略
図 

（歩道） （車道） （歩道） （車道） （歩道） 

（車道） 

波打ち ○ ・発生しない ○ ・発生しない △ ・発生する場合がある 

車
両
乗
り
入
れ
部 

視覚障

がい者 
× 
・歩車道境界の確認がしづら

い。 
△

・縁石の構造によっては、横断

歩道接続部等との区別がつか

ない場合がある。 

○  

車いす 

使用者 
○ － ○ － △

・すりつけこう配が発生するた

め、通行性が劣る。 

高齢者 ○ － ○ － △
・すりつけこう配が発生するた

め、通行性が劣る。 

対策 
・縁石の構造による工夫が必要であ

る。 

・縁石の構造による工夫が必要であ

る。 

・有効幅員外に車両乗り入れ部を設け

る。 

横
断
歩
道
接
続
部
等 

視覚障

がい者 
△ 
・歩車道境界の確認がしづら

い。 
△
・縁石の構造によっては、確認し

づらい場合がある。 
△ － 

車いす 

使用者 
○ － △

・フラットと比較すると通行性が

劣る。（段差） 
△
・段差とこう配により通行性が劣

る。 

高齢者 ○ － △
・段差によりつまづく可能性があ

る。 
△
・段差とこう配により通行性が劣

る。 

対策 

・横断歩道接続部等に視覚障がい

者誘導用ブロックを適切に設置

する。 

・縁石線により適切に区分する。 

・縁石の構造による工夫が必要で

ある。 

・横断歩道接続部等に視覚障がい

者誘導用ブロックを適切に設置

する。 

・縁石の構造による工夫が必要で

ある。 

・横断歩道接続部等に視覚障がい者

誘導用ブロックを適切に設置す

る。 

・縁石の構造による工夫が必要であ

る。 

排
水
処
理 

 
△ 
・雨水が車道側から流入する場

合がある。 
○ － ○ － 

対策 
・雨水ます等の設置が必要で

ある。 
－ － 

総合評価 △ ○ △ 

コメント 

・歩道の構造形式は、縁石の高さ１５cm 以上で歩道の高さ５ｃｍを標準として基本的にはセミ

フラット型とする。ただし、周辺道路や民地との接道状況により、主目的である「歩道の段

差・傾斜・勾配の改善」を行なうのに何れの構造が最適かを個別に判断することが必要な場

合もある。 

  

歩道構造形式の定義と特徴 

歩道構造形式の提案
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３－２－４ 狭隘道路の整備（Ｄ路線） 

 

建築基準法第４２条第２項の指定道路やその他の狭隘道路等は、セット

バック部分の用地の寄付を受け、幅員４．０ｍの道路用地が確保されたの

ち道路整備を図る。 

幅員４．０ｍを確保することは、火災時の延焼防止、災害時における避

難路、緊急車両等の進入路確保、日当たり、風通し確保といった環境衛生

面、児童や高齢者等の安全通行確保等の面からも重要である。 

 

３－２－５ 駅周辺の整備について 

 

市内４駅から主要公共施設等に至る経路となる道路について、重点的に

ユニバーサルデザインの考え方を取り入れ、歩行者の安全及び利便性を確

保した道路形態へ整備を行う。また、人々の環境への意識向上に伴い、道

路整備に当たり、電柱等の無電柱化の要望が高いことから、通行の安全性

の向上、災害防止及び都市景観等を重視し、関係企業者の協力を得ながら、

無電柱化の整備促進を図る。 

渋滞の解消、路上駐車対策、駅前送迎停車帯の設置等、自動車交通の円

滑化及び市民の利便性を図る。 

それぞれの駅から概ね半径５００ｍまでの範囲は、本計画の基本理念に

基づき、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れ、歩行者の安全を確保

した道路形態に整備を行う。 

 

（１）聖蹟桜ヶ丘駅周辺 

 

この地域では、大規模開発等が計画されており、人、車の増加が予想さ

れることから、「聖蹟桜ヶ丘地域整備計画」、多摩市交通マスタープラン等、

関連計画との整合を図りながら道路整備を行う。 

ユニバーサルデザインの考え方も取り入れ、駅周辺地区の渋滞解消、生

活道路への車両進入抑制、歩行者の安全性の向上などを主眼に置き、にぎ

わいのある歩行者空間として道路整備を図る。 
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（２）多摩センター駅周辺 

 

多摩ニュータウンの中心として整備が進められてきた多摩センター駅周

辺は、多摩地域でも有数の業務、商業集積地となっている。 

モノレール及び鉄道駅の利用、タクシー、路線バスの拠点として、駅前

広場を含む交通動線のユニバーサルデザイン化を図る。 

駅の南北地区を結び、一体化を図った歩行者動線とするため、関連計画

との整合を図りながら道路整備を行う。なお将来、「都市再生整備計画

（仮称）」が策定された際は、計画方針に基づき、必要に応じて道路整備

を行う。 

 

（３）永山駅周辺 

 

バス、タクシー乗り場の整備、駅前送迎停車帯の設置等の整備がなされ

ている。駅前や幹線道路沿いの周辺について、ユニバーサルデザインを取

り入れ、歩行者の移動性向上を図った道路整備を行う。 

また、「多摩市多摩ニュータウン再生方針」に基づき、必要に応じて道

路整備を行う。 

 

（４）唐木田駅周辺 

 

近隣に大学、高校、福祉施設、企業等の大規模オフィスが立地している

と共に、尾根幹線（都市計画道路多 3.1.6 号線）沿いには、未利用地も多

く残されており、当駅の利用の増加が今後より見込まれる。なお、近隣市

からの車の乗り入れも有り、駅前広場の再整備を検討する必要がある。 

歩行者の安全性、利便性を確保した道路整備を図る。 

 

４ 計画路線図 

 

計画路線一覧表・計画路線図（別添のとおり） 
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５ 重要整備路線について 

 

鉄道各駅周辺は、歩行者、自動車等の交通結節点であり、交通量が多い

ため、道路整備における重点区域と考えられる。 

市内には、聖蹟桜ヶ丘駅、多摩センター駅、永山駅、唐木田駅の４駅が

あり、聖蹟桜ヶ丘駅以外の３駅はニュータウン区域で、道路整備は基本的

には完了している。一方、聖蹟桜ヶ丘駅は、既存地区にあり、地区集散道

路についても整備が十分ではない。 

このため聖蹟桜ヶ丘駅周辺の主要な地区集散道路について重点的に整備

していく。 

 

５－１ 整備目標 
 

別図「重要整備路線図」に示す、１０路線について、重点的に整備を行

う路線として位置付ける。 

この重要整備路線については、目標年次内に５０％以上の事業着手を目

標とする。 

また、民間開発や市街地開発事業等による開発も予想されるため、本計

画との整合性を図り、道路網の整備を行う。 
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①路線整備の重要度を検討するに当たって、重視すべき視点を系統的に整理し、これにより具体的な路

線条件を設定した。（条件 1～10） 

路線整備に当たって重視すべき視点 路線条件 ポイント No. 

安全な 

まちづくり 

交通安全の推進 

歩行者の安全確保 

通行危険箇所路線（歩行者と車両） 2 1 

歩道のない幹線道路 2 2 

危険な歩車共存道路 2 3 

道路ネットワーク 

の整備 

円滑交通阻害箇所のある路線 

（交差点改良含む） 
1 4 

通行危険箇所路線（車両と車両） 1 5 

幹線となる地区集散道路 2 6 

防災・救急・消防 

活動の円滑化 

緊急車両の通行確保 狭隘道路 1 7 

緊急避難の通行確保 緊急避難場所の周辺道路 1 8 

誰もが 

使いやすい 

道路づくり 

バリアフリー（ユニ 

バーサルデザイン） 

の視点 

交通弱者の利便性 

向上 

駅周辺道路 2 9 

主要公共施設周辺道路 1 10 

②整備への要請を形態で分類した。（条件 11～14） 

要請形態等による条件 

議会・市民の声・関係機関等からの整備要請 1 11

各種計画に基づく骨格道路 1 12

地域開発等に伴う整備必要路線 1 13

赤道等の有効・効率的活用 1 14 

 

●各路線条件の補足説明 

条件２ 道路区分上の幹線道路とした。 

条件３ 実態上の歩車共存道路とした。 

条件４、６新設道路の場合・・・・・既存道路がこの条件に当てはまり、新設道路を設けることにより解消され

る場合にポイントを付した。 

条件８ 緊急避難場所（小・中学校の入口から５００ｍ以内の路線とし、以下の何れかの計画路線とした。

（歩行者の通行利便性より） 

○新設 

○現況幅員が４ｍ未満で拡幅計画 

○歩道整備 

条件 10、 

11 

駅周辺として２．３．４．５地区内全域において駅への動線を踏まえ選定し、主要公共施設周辺とし

て官公署等の入口から５００ｍ以内の路線とし、以下の何れかの計画路線とした。（歩行者の通行利

便性より） 

○新設 

○現況幅員が４ｍ未満で拡幅計画 

○歩道整備 

 

◆重要整備路線について 

○各計画路線について、条件１～１４の該当の有無をチェックし、該当する場合にポイント

を付し、合計点を算出する。 

○ポイント数が高い路線以外に、事業中の路線や地域開発等に伴い整備が必要な路線を加え

て、重要整備路線とした。 

○重要整備路線と位置付けていない路線についても、土地利用の形態や地域の開発状況等を

勘案し、整備が必要となった場合には、事業化について検討する。 

  

◆重要整備路線の条件について 

重要整備路線について 
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６ 計画にない路線の取扱い 

 

道路整備は、原則として、本計画に基づき行うものとする。しかし、本

計画にない路線について、道路整備の対象とするか否かの案件が生じた場

合は、次のとおりとする。 

社会情勢の変化や関連計画の策定、政策的要因等により､道路整備を行

う必要性が生じた場合は、本計画路線とみなし、道路整備を行うものとす

る。 

また、要望等が出された場合には、公共性の高い道路の整備という観点

から、結果として、宅地開発事業等特定個人の利益のみに寄与することと

ならないよう、道路整備の対象とする場合の取扱いについて次のように定

める。 

 

道路整備の取扱い 道路整備を行う場合の条件等 

右に定めるすべての条件を満

たす場合に、道路整備を行う。 

整備手法は、「多摩市道路整

備計画」に準じる。 

（１）「多摩市道路整備計画」と整合性

があること。 

（２） 道路が付近の公道と系統的にな

り、一般交通の用に供することが

必要と認められること。 

（３） 道路の計画幅員が４．０ｍ以上

確保されていること。 

（４） 道路が交差する場合には、その

交差箇所に、必要に応じたすみ切

りを確保することが可能であるこ

と。 

（５） 私道の場合、道路の敷地は、寄

付すること。 

（６） 境界が確定していること。 

（７） 地権者、隣接者等の同意が得ら

れていること。 

（８） 法令、条例、要綱等の規制また

は指導の対象となっている宅地開

発事業等にかかわっていないこ

と。 
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◆ 既定計画及び関連計画等 

 

※１ 個別の既定計画 

 

○「多摩市既存地区道路整備計画」（昭和６０年３月策定） 

○「多摩ニュータウン開発未定地区（白地区）の整備計画」（昭和

６０年３月策定） 

 

※２ 関連計画及び事業 

 

○「聖蹟桜ヶ丘地域整備計画（構想）」（平成２６年１０月改定） 

○「連光寺地区地区計画」（平成２４年１２月変更） 

 

※３ 各種行政計画等（策定にあたり整合をとるべき諸計画） 

 

○「第五次多摩市総合計画（第２期基本計画）」（平成２７年４月

策定） 

○「多摩市地域防災計画」（平成２７年５月修正） 

○「多摩市交通マスタープラン」（平成１６年３月策定） 

○「多摩市駐車場整備計画」（平成１６年３月策定） 

○「多摩市福祉のまちづくり整備指針」（平成１５年４月策定） 

○「多摩市都市計画マスタープラン」（平成２５年５月改定） 

○「多摩市下水道プラン２０１１」（平成２３年３月策定） 

○「多摩市公共施設等総合管理計画」（平成２７年１１月策定） 

○「街路樹よくなるプラン（街路編）」（平成２０年９月策定） 

○「多摩市多摩ニュータウン再生方針」（平成２８年３月策定） 
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◆ 用語解説 

 

１ 面整備事業 

 

土地区画整理事業、大規模な民間開発等、面的な一定の範囲の土地を

整備すること。 

 

２ バリアフリー新法（高齢者、障がい者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律） 

 

高齢者、障がい者の自立した日常生活及び社会生活を確保するため、

道路その他の施設を整備し、移動の利便性・安全性の向上を図るため、

平成１８年１２月に施行された法律。 

 

３ ユニバーサルデザイン 

 

ソフトとハードの両面から、幼児から高齢者まで、障がい者も健常者

も安全で豊かな環境を体験できるように配慮された空間のデザインのあ

り方を総称したもの。 

 

４ 歩車共存道路 

 

歩車共存道路は、歩行者、自転車、自動車の通行空間が分離されてい

ない道路。歩行者の安全かつ安心な通行のため、自動車の速度抑制を目

的としたハンプ（次項目５参照）・狭窄部・歩車共存の注意喚起標識等

の設置、通行スペースの向上のためのＬＵ側溝・スリット側溝等の設置

等を行い、歩行者、自転車と自動車が同一の道で共存する道路。 

 

５ ハンプ 

 

自動車の速度を落とさせるため、道路上に設ける高さ１０ｃｍほどの

凸部。 

  

37



 

 

６ ストリートファニチャー 

道路、主として歩道上に設置される様々な装置、例えばベンチ、電話 

ボックス、街灯、水飲み、標識等が挙げられる。近年、歩行者用道路、 

遊歩道等、歩行系ネットワークの整備の重要性が取り上げられ、デザイ 

ン的にも統一した方向性を持たせるケースが多い。 

 

７ セットバック 

 

敷地境界から一定の距離を後退して建築物の建築を行い、後退部分が 

道路として整備可能な状況になっていること。 
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通しNo.路線名 市道名
現況幅員
（ｍ）

計画幅員（ｍ） 整備計画内容
区間長
（ｍ）

備　考

１地区 A= 2 1 A-1 ３－５ 4.5 8.5 拡幅、歩道整備 124

B= 1 2 A-2 ３－１１ 4.2 6.0 拡幅 230

C= 1 3 B-1 ３－８ 2.8 4.0 拡幅 100 ４２条２項

D= 4 4 C-1 ３－４ 5.5 5.5 歩道整備 230

計 8 5 D-1 ３－２ 3.6～7.4 4.0 拡幅 145 ４２条２項

6 D-2 ３－３ 3.9～4.0 4.0 拡幅 140 ４２条２項

7 D-3 ３－１０ 3.8～6.6 4.0 拡幅 44 ４２条２項

8 D-4 ３－１２ 2.7、3.0 4.0 拡幅 84 ４２条２項

２、３地区A= 5 10 B-100 １－２６ 5.0 6.0 拡幅 50
B路線へ変更
一部改良済

B= 9 11 A-5 １－７幹 7.2 8.5～12.0 拡幅、歩道整備 70

C= 1 13 A-7 新設 7.0 新設、歩道整備 528

D= 13 B-101 １－１ 5.18～6.0 6.0 拡幅 30
a-7から分離
Ｂ路線へ変更

計 28 15 B-2 １－１２ 4.0 6.0 拡幅 30

16 B-3 １－１２ 4.0 6.0 拡幅 260 一部４２条２項

17 B-4 １－２０ 3.7 4.0 拡幅 140 ４２条２項

18 B-5 １－２４ 4.0 4.0 環境整備 90

19 B-6 １－２８ 6.0 6.0 環境整備 70

20 A-100 １－２８ 6.0 8.0 歩道整備 266 A路線へ変更

A-101 １－２７ 6.0 8.0～9.0 歩道整備、線形改良 85 A路線

21 B-8 １－３３ 6.0 6.0 一部歩道整備 260

22 B-9 １－２３ 3.7 4.0 拡幅、環境整備 150

24 A-102 １－２８ 7.5 12.0

拡幅、歩道整備、線形改良
（多摩川へのﾓｰﾙ
　　　　　7.5→12m
　　　【 7+2.5+2.5】）

190 A路線へ変更

25 C-4
１－２幹・
１－３２

10.0～16.0 10.0～16.0 環境整備、歩車道の再構築 240
一部歩道改良
済

26 D-5 １－３ 2.0～4.0 4.0 拡幅 101 ４２条２項

27 D-6 １－４ 2.0～3.4 4.0 拡幅 78 ４２条２項

28 D-7 １－９ 1.8 4.0 拡幅 34 ４２条２項

30 D-9 １－７ 3.9～6.9 4.0 拡幅 101 ４２条２項

31 D-10 １－６ 3.9～6.9 4.0 拡幅 118 ４２条２項

32 D-11 １－１７ 3.8～7.0 4.0 拡幅 109 ４２条２項

33 D-12 １－１８ 3.9～6.8 4.0 拡幅 124 ４２条２項

34 D-13 １－１９ 1.9～6.9 4.0 拡幅 16 ４２条２項

35 D-14 １－１４ 3.7～6.4 4.0 拡幅 312 ４２条２項

36 D-15 １－１５ 3.8～6.9 4.0 拡幅 123 ４２条２項

37 D-16 １－１３ 3.9～7.2 4.0 拡幅 32 ４２条２項

38 D-17 １－８６ 4.0 4.0 拡幅 45 ４２条２項

39 D-18 １－８ 2.5～5.5 5.0 拡幅 87 ４２条２項

（別添）
計画路線一覧表

　　地区
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通しNo.路線名 市道名
現況幅員
（ｍ）

計画幅員（ｍ） 整備計画内容
区間長
（ｍ）

備　考

（別添）
計画路線一覧表

　　地区

４地区 A= 5 40 A-9 １－２幹 9.0 12.0～16.0 拡幅、歩道整備 410

B= 41 A-10 新設 8.5 新設、歩道整備 70

C= 3 42 A-11
１－６７、４
５

4.9～5.7 8.5 拡幅、歩道整備 140

D= 13 43 A-12 １－３５ 5.15～6.0 6.0 拡幅 500

計 21 44 A-13 新設 12.0 新設、歩道整備 260

45 C-5 １－３５ 3.7 4.0～6.0 拡幅、環境整備 68

46 C-6 １－３９ 2.8 4.0 拡幅 55 ４２条２項

47 C-7 １－５５ 5.0 5.0 環境整備 60

48 D-19 １－３４ 1.8 4.0 拡幅 145 ４２条２項

49 D-20 １－３６ 1.8 4.0 拡幅 45

50 D-21 １－３７ 2.7 4.0 拡幅 62 ４２条２項

51 D-22 １－４２ 3.1～3.4 4.0 拡幅 101 ４２条２項

52 D-23 １－５４ 2.7 4.0 拡幅 88 ４２条２項

53 D-24 １－６２ 2.7 4.0 拡幅 38 ４２条２項

54 D-25 １－６４ 2.7 4.0 拡幅 36 ４２条２項

55 D-26 １－６９ 2.7 4.0 拡幅 150 ４２条２項

56 D-27 １－３２５ 5.0 4.0 拡幅 50 指定解除済

57 D-28 １－３２４ 5.0 4.0 拡幅 50 指定解除済

58 D-29 １－４３ 4.0 4.0 拡幅 75 ４２条２項

59 D-30 １－５２ 3.6～8.6 4.0 拡幅 72 ４２条２項

60 D-31 １－６５ 4.0～8.2 4.0 拡幅 30 ４２条２項

５地区 A= 1 62 A-14 １－９４ 3.7 8.5～12.0 拡幅、歩道整備 140

B= 1 64 B-10 １－９５ 4.0 4.0～6.0 拡幅 275

C= 66 D-33 １－９１ 3.0 4.0 拡幅 42 ４２条２項

D= 3 67 D-34 １－９２ 3.3、3.6 4.0 拡幅 209 ４２条２項

計 5 68 D-35 １－９３ 1.8 4.0 拡幅 58 ４２条２項

６地区 A= 69 D-36 １－１４０ 1.8 4.0 拡幅 95 ４２条２項

B= 70 D-37 １－１４１ 2.7 4.0 拡幅 42 ４２条２項

C= 71 D-38 １－１４２ 1.8 4.0 拡幅 38 ４２条２項

D= 5 72 D-39 １－１３７ 2.7 4.0 拡幅 66 ４２条２項

計 5 73 D-40 １－１３９ 1.8 4.0 拡幅 42 ４２条２項
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通しNo.路線名 市道名
現況幅員
（ｍ）

計画幅員（ｍ） 整備計画内容
区間長
（ｍ）

備　考

（別添）
計画路線一覧表

　　地区

７地区 A= C-8 １－３幹 8.0 10.0 拡幅、歩道整備 95
5地区から移
動（明神橋歩
道橋架橋済）

B= 74 C-9 １－２７８ 1.8 1.8 環境整備 200

C= 2 75 D-41 １－２８４ 1.8、3.0 4.0 拡幅 27 ４２条２項

D= 9 76 D-42 １－２８６ 2.7 4.0 拡幅 110 ４２条２項

計 11 77 D-43 １－２９０ 3.2 4.0 拡幅 92 ４２条２項

78 D-44 １－２９２ 2.0 4.0 拡幅 90 ４２条２項

79 D-45 １－２９５ 3 4.0 拡幅 120
４２条２項
一部整備済

80 D-46 １－２９６ 1.8 4.0 拡幅 43 ４２条２項

81 D-47 ２－６６ 2.0 4.0 拡幅 65 ４２条２項

82 D-48 １－２８３ 3.7 4.0 拡幅 50 ４２条２項

84 D-50 １－２９８ 3.9 4.0 拡幅 50 ４２条２項

８、９地区A= 3 85 A-16 ２－１１７ 6.5 8.5 拡幅、一部歩道整備 108

B= 5 86 A-17 ２－１１７ 7.5 8.5 拡幅、歩道整備 425

C= 1 87 A-18 ２－４幹 5.0 8.5 拡幅、歩道整備 30

D= 5 88 B-11 ２－７８ 2.5 4.0 拡幅 140

計 14 89 B-12 ２－１１５ 5.0 6.0 拡幅 230

90 B-13 新設 5.0～6.0 新設 230

91 B-14 新設 5.0～6.0 新設 120

92 B-15 新設 4.0 新設 20

93 C-10
２－７６、２
－７７

1.2～2.3 4.5～5.0 拡幅 75

95 D-51 ２－７９ 0.9、2.3 4.0 拡幅 85 ４２条２項

96 D-52 ２－８０ 1.8、2.3 4.0 拡幅 100 ４２条２項

97 D-53 ２－１０８ 3.9～4.2 4.0 拡幅 175 ４２条２項

98 D-54 ２－１１１ 1.8～6.0 4.0 拡幅 150 ４２条２項

99 D-55 ２－１１２ 4.1 4.0 拡幅 52 ４２条２項

１０地区 A= 3 100 A-19 ２－３幹 7.5 10.0～11.0 拡幅、歩道整備 400

B= 2 101 A-20 ２－３幹 7.5 10.0～11.0 拡幅、歩道整備 180

C= 2 102 A-21 ２－３幹 7.5 10.0～11.0 拡幅、歩道整備 360

D= 103 B-16 ２－１０１ 4.0 6.0 拡幅 150

計 7 104 B-17 ２－１４５ 1.8 4.0 拡幅 120

105 C-12 ２－９４ 2.0 2.0 環境整備 100

106 C-13 ２－９３ 4.0 4.0 環境整備 200

１１、１２ A= 107 C-14 ２－１ 3.2 4.0～6.0 拡幅 230

地区 B= 108 C-15
旧河川２
－１５２

15.0 15.0 環境整備 270

C= 2 109 D-56 ２－５５ 2.7 4.0 拡幅 121 ４２条２項

D= 2 110 D-57 ２－５４ 2.0～2.8 4.0 拡幅 110 ４２条２項

計 4

１３、１４、A= 1 111 A-30 ２－１幹 9.0 12.0 拡幅、歩道整備 900

１５地区 B= 1 112 B-18 ２－４１ 4.0 4.5 拡幅 150

計 2
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通しNo.路線名 市道名
現況幅員
（ｍ）

計画幅員（ｍ） 整備計画内容
区間長
（ｍ）

備　考

（別添）
計画路線一覧表

　　地区

２０地区 A= 6 113 A-22 ３－９８ 4.4 6.0 拡幅 250

B= 3 114 A-23 ３－１０４ 4.6 6.0 拡幅 33

C= 1 115 A-24 ３－２幹 6.0 11.0 拡幅、歩道整備 260

D= 13 116 A-25 ３－８８ 5.9 8.5 拡幅、歩道整備 60

計 23 117 A-26 ３－５５ 4.5 6.0 拡幅 240

118 A-27 ３－５４ 4.0 6.0 拡幅 55
現行区間長は
誤記（正しくは
100m）

119 B-19 ３－９２ 4.0 6.0 拡幅 65 一部４２条２項

120 B-20 ３－８０ 3.5 6.0 拡幅 350 一部４２条２項

121 B-21 ３－１０１ 2.0 5.0 拡幅 180 ４２条２項

122 C-16 ３－６８ 1.2 2.5 拡幅 110

123 D-58 ３－７７ 2.2 4.0 拡幅 30 ４２条２項

124 D-59 ３－５０ 1.8 4.0 拡幅 28 ４２条２項

125 D-60 ３－６０ 3.0、3.3 4.0 拡幅 20
４２条２項
一部整備済

126 D-61 ３－６７ 1.8 4.0 拡幅 83 ４２条２項

127 D-62 ３－７８ 1.8 4.0 拡幅 79 ４２条２項

128 D-63 ３－８０ 1.8 4.0 拡幅 102 ４２条２項

129 D-64 ３－８１ 1.8 4.0 拡幅 43 ４２条２項

130 D-65 ３－８２ 3.8 4.0 拡幅 84 ４２条２項

131 D-66 ３－８５ 1.8 4.0 拡幅 38 ４２条２項

132 D-67 ３－９０ 2.9 4.0 拡幅 90
４２条２項
一部整備済

133 D-68 ３－８７ 2.0～2.8 4.0 拡幅 90 ４２条２項

134 D-69 ３－９６ 4.0 4.0 拡幅 47 ４２条２項

135 D-70 ３－９５ 4.0 4.0 拡幅 50 ４２条２項

２１地区

A= 1 136 A-28 ３－３０ 4.2～5.0 6.0
拡幅、向ノ岡橋付近一部歩
道設置

320

向ノ岡橋を含
め橋から110m
は整備済
現行区間長は
誤記（正しくは
430m）
一部整備済

B= 4 137 B-22 ３－２４ 5.5 6.0 拡幅 10

C= 138 B-23 新設 4.0 新設 130 私道

D= 2 139 B-24 ３－３４ 3.0 4.0 拡幅 60

計 7 140 B-25 新設 4.0 拡幅 75 私道

141 D-71 ３－１４ 1.8～3.0 4.0 拡幅 67 ４２条２項

142 D-72 ３－２３ 1.8 4.0 拡幅 30 ４２条２項

２２地区 A= 143 C-17 ３－５５ 4.5 4.5 環境整備 420

B=

C= 1

D=

計 1
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通しNo.路線名 市道名
現況幅員
（ｍ）

計画幅員（ｍ） 整備計画内容
区間長
（ｍ）

備　考

（別添）
計画路線一覧表

　　地区

２３、２４ A= 144 B-26 ３－１３３ 1.8 4.0～6.0 拡幅 50

地区 B= 3 145 B-27 ３－１３７ 1.8 4.0～6.0 拡幅 50

C= 146 B-28 ３－１３８ 1.8 4.0～6.0 拡幅 75

D= 13 147 D-73 ３－１２９ 1.8 4.0 拡幅 33 ４２条２項

計 16 148 D-74 ３－１４４ 2.2 4.0 拡幅 38 ４２条２項

149 D-75 ３－１４５ 一部2.0 4.0 拡幅 51 ４２条２項

150 D-76 ３－１０８５ 1.8 4.0 拡幅 72

151 D-77 ３－１０８８ 2.4 4.0 拡幅 70
４２条２項
一部指定外

152 D-78 ３－１０９５ 1.8 4.0 拡幅 63 ４２条２項

153 D-79 ３－１１１２ 1.8 4.0 拡幅 27 ４２条２項

154 D-80 ３－１９９ 1.8 4.0 拡幅 50
４２条２項
一部整備済

155 D-81 ３－１９９ 3.6～3.9 4.0 拡幅 35 ４２条２項

156 D-82 ３－２０１ 3.8～4.0 4.0 拡幅 115 ４２条２項

157 D-83 ３－２０２ 3.9 4.0 拡幅 42 ４２条２項

158 D-84 ３－２０４ 3.3～6.0 4.0 拡幅 60
４２条２項
図の修正あり

159 D-85 ３－２０５ 4.0 4.0 拡幅 80 ４２条２項

中沢地区 A= 2 160 A-29 ６－２０ 6.0 8.5 拡幅、歩道整備 150

B= 161 A-103 ６－２０ 7.0～8.0 9.0～10.0 歩道整備 90 追加

C=

D=

計 2
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